
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

図１図１図１図１    理念の具現化から計画化へのフロー理念の具現化から計画化へのフロー理念の具現化から計画化へのフロー理念の具現化から計画化へのフロー    

山本恒夫「事象解明のための共通式の活用」八洲学園大学紀要第 6号、平成 22年 3月。

同 日本生涯教育学会 生涯学習振興ガイドラインモデル開発検討委員会､平成 22 年 1

月 30日発表資料。 

 

 

 

 

 

 

 



データの出典は次の通りであり、各データの説明は表１に記した。 

ⅰ「社会教育調査」平成 20年度 

ⅱ「生涯学習に関する世論調査」平成 20年 

ⅲ 「社会生活統計指標－都道府県の指標－2010」 

 

表表表表１１１１        活用したデータについて活用したデータについて活用したデータについて活用したデータについて    

 
項目 

最小値と最大値 

（東京都と沖縄県を除

く） 

 

備考 

 
年度 

上記の出

典の番号 

講座等受講者率 23.14人 
～117.76人 

人口 100人当たりの学級講座・研究会・

読書会等の受講者・参加者数 

Ｈ19 

年度 

ⅰ 

教養関係講座等 
受講者率 

1.971人 
  ～24.28人 

首長部局、博物館・文化会館(独法・民

間を含む)の学級講座を含む 

Ｈ19 

年度 

ⅰ 

趣味関係講座等受講者
率 

1.63人 
  ～22.67人 

首長部局の学級講座、教室を含む Ｈ19 

年度 

ⅰ 

スポーツ関係講座等受
講者率 

4.23人 
～31.38人 

首長部局の学級講座、教室を含む Ｈ19 

年度 

ⅰ 

家庭・教育関係講座等
受講者率 

2.6人 
  ～24.3人 

首長部局の学級講座、教室を含む Ｈ19 

年度 

ⅰ 

職業関係講座等受講者
率 

0.049人 
  ～0.95人 

首長部局の学級講座、教室を含む Ｈ19 

年度 

ⅰ 

市民意識講座等受講者
率 

1.49人 
  ～15.37人 

首長部局の学級講座、教室を含む Ｈ19 

年度 

ⅰ 

指導者養成研修講座等
受講者率 

0.65人 
  ～4.13人 

行政職員対象の研修等を含む Ｈ19 

年度 

ⅰ 

「自治体の講座や教
室」の学習率 

19.1％ 
  ～54.1％ 

北海道、東北、関東、北陸、東山、東海、

近畿、中国、四国、九州・沖縄の 10ブ

ロックの集計結果 

Ｈ20年 ⅱ 

「同好者による集ま
り、サークル活動」の
学習率 

21.8％ 
  ～37.9％ 

 

同上 

Ｈ20年 ⅱ 

ボランティア活動率 20.8％ 
  ～34.4％ 

15歳以上の年間活動率 Ｈ18年 ⅲ 

刑法犯認知件率 5.54％ 
～22.92％ 

人口 100人当たりの割合 Ｈ20年 ⅲ 

中高年就職率 3.4％～9.6％ 45歳以上の就職件数／求職者数 Ｈ19年 ⅲ 

高齢化率 19.1％ 
  ～28.6％ 

老年人口割合（65歳以上） Ｈ20年 ⅲ 

一人当たりの 
県民所得 

2,150千円 
 ～3,509千円 

 Ｈ18年 ⅲ 

県財政の警察費割合 4.09％ 
～11.52％ 

対歳出決算総額 Ｈ19年 ⅲ 

 

 

 


